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【研究要旨】 

本研究班では 2 年間の研究として、1）多職種向けの「強度行動障害チーム医療研修」プログラム

作成と医療者育成、2）精神科病棟における「強度行動障害者への入院治療プログラム」の整備と、

3）「強度行動障害者への入院治療プログラム」を用いた介入研究（非盲検無対照試験）、4）「入院中

の強度行動障害者の地域移行に向けた地域移行パス」の作成と地域モデルの検討、5）「長期在院知

的・発達障害患者アンケート」による専門医療普及に向けての実態調査を目的とし、加えて 6）分担

研究者による関連課題についての研究を行った。 

強度行動障害医療に関する先行研究では、国立病院機構の強度行動障害治療病棟（専門病棟）に限

定した同様の研修・治療プログラムは存在したが１）、本研究のように国立病院機構以外の公的精神科

病院、一般精神科病院を含めた研修・治療プログラムが整備され、全国多分野の専門家による SV 会

議で事例検討がなされたのは初めてである。事例データを集積・解析することによって得られた効果

検証も、学術的意義が大きいと考える。 

明らかになった課題として、精神科病棟での手厚いチーム医療体制・研修整備の必要性、病棟環境

調整の難しさ、重大な他害など処遇困難事例の地域福祉サービス利用の難しさ、福祉サービス利用を

断られ疲弊した家族支援の問題、各地域でのネットワーク構築や専門協議会の不足、などがあった。 

今後地域の強度行動障害者に対して精神科医療機関が有効な支援を行うために、①行動療法や構造

化といった専門的支援・治療技法修得の普及とリーダーとなる多職種チーム人材育成のための上級者

向け研修会開催、②感覚過敏等の患者特性に配慮した安全な治療環境の整備、③効果的な支援を継続

するための地域の福祉・教育機関との連携強化、④強度行動障害者に適時に対応するために必要な診

療報酬上の配慮などが挙げられる。 

また、一般精神科病院/病棟（対象：思春期・成人）、地域の中核的発達障害医療機関（対象：児童
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思春期）、国立病院機構精神科専門病棟（対象：主に思春期～成人の処遇困難事例）のそれぞれで果

たすべき役割を明確化し、治療介入に必要な強度行動障害チーム医療研修を、講義、実地研修や OJT、

グループワークを含む事例研修等組み合わせ、かつ領域を越え相互交流的に実施し、人材育成を進め

ていくことが重要と考える。 

＜はじめに＞ 

「強度行動障害」の中核群である「重度知的障

害を伴う自閉スペクトラム症」の処遇は、長期の

入所/入院対応から、地域生活を中心とした対応

へとシフトを試みている。令和 3年度に障害支援

区分認定調査を受けた 267,569 件分のデータの

うち、「行動関連項目」の合計点が 10点以上は約 

15％であり、40,135人もがこの基準での「強度行

動障害」にあたり（R3年度厚労科研）、かつ関連

の行動障害福祉サービスを受けている児(者)に

おいてはのべ 68,000人（厚労省資料）といわれ

る２）。しかしこのような(強度)行動障害を伴う人

が、福祉サービスのみで対応可能かと言うと決し

てそうではない。現に、専門の治療病棟がある国

立病院機構の約 740床の病棟は常にほぼ満床で待

機者も多い。専門でない一般精神科病棟の調査で

は、日精協施設 201病院の長期入院患者調査で 2

年以上の知的・行動障害が原因の入院患者が 975

人と、回答のあった全入院患者 34,582人のうち

2.8％であった３）。また治療の基盤となる自閉スペ

クトラム症を中心とした発達障害支援（「応用行

動分析」「TEACCH®プログラムに基づく構造化」等）

の導入が、児童思春期病棟群で 71％、国立病院機

構群（強度行動障害治療専門病棟でない施設も含

む）で 50％、一般精神科病棟群で 1.5％と、一般

精神科病棟で極端に遅れている３）。また、福祉分

野では 2013年度より「強度行動障害支援者養成

研修」が始まり、基礎・実践研修の受講者は令和

2年度まででそれぞれ 87,000 人、46,000人に上

るが２）、それに比べて「強度行動障害チーム医療

研修」は、2015年度から国立病院機構が担ってき

たとは言え、まだまだ約 1,000人の研修生が修了

したに過ぎない５）。 

 

 

A. 研究目的 

本研究は上記の様な課題に対し、全国多施設共

同で 2年間の研究を行ったものである。 

入院中の強度行動障害者の専門治療・研修プロ

グラム整備と地域移行に向けた福祉･教育等との

連携ガイドラインの検討のため、1）多職種向け

の「強度行動障害チーム医療研修」プログラム作

成と医療者育成、2）強度行動障害者の入院治療

による介入と効果判定（非盲検無対照試験）、3）

入院中の強度行動障害者の専門治療プログラム

として「精神科病棟における強度行動障害入院治

療プログラム」整備、4）「入院中の強度行動障害

者の地域移行に向けた地域移行パス」の作成と、

5）「長期在院知的・発達障害患者アンケート」に

よる専門医療普及に向けての実態調査を目的と

し、加えて各分担研究者による関連課題について

の研究を行った。 

 

B. 研究方法（各分担研究書を参照のこと） 

C．研究結果 

1）多職種向けの「強度行動障害チーム医療研修」

による医療者育成 

 各 介 入 施 設 で 視 聴 す る 研 修 動 画 は 、

Challenging Behaviorや自閉スペクトラム症に対

し治療の第一選択とされる「特性に応じた心理社

会的介入」４）を実施できるよう、国立病院機構で

2015年度から実施している「強度行動障害チーム

医療研修」５）を参考に、医師・看護師・心理士等

多職種による 10 講義を作成した。各講義関係職

種 1 名は動画視聴することとし、特に下線の講義

は介入スタート前に必須とした。「強度行動障害

チーム医療研修動画」は、治療プログラム実施前

に視聴するとしているが、治療介入開始後も多職

種・多部門で共有できるよう提供し、かつ SV 連

絡会議でも内容を補足した。 
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「多職種向け強度行動障害チーム医療研修動

画」： 

 ❶肥前医師：「強度行動障害概論」60分 

 ❷肥前医師：「自閉スペクトラム症」50分 

 ❸肥前看護師：「強度行動障害の看護」60分 

 ❹肥前心理士：「行動分析によるアセスメント」

80分＋「環境調整・介入」30分 

 ❺肥前保育士：「強度行動障害の療育」30分 

 ❻吉川徹：「強度行動障害と医療～行動療法・

薬物療法の考え方」50分 

 ❼根本昌彦：「看護の実践と理論」60分 

 ❽山下健「院内の多職種共同と地域連携」36分 

 ❾田中恭子：「行動障害への対処法～構造化」

60分 

 ❿肥前保護者：「家族として」30分 

研修効果の判定については、別途分担研究報告

書「強度行動障害者への入院治療プログラムを用

いた介入研究」「強度行動障害者への支援・介入

に関する治療スタッフアンケート調査」に詳細を

記載したが、SV連絡会議でも「初めて強度行動障

害に接する人には有効」、「基礎的知識を得た上で、

事例を通して振り返ったり、OJT（On the Job 

Training）をしたりすることが更に有効」、「DVD

の形式で勤務時間外でも見られて良かった」、「チ

ーム医療スタッフだけでなく、病棟全スタッフや

看護部全体で動画視聴できた」などの意見が寄せ

られた。 

 

2）精神科病棟における「強度行動障害者への入

院治療プログラム」の整備と、 

3）強度行動障害者の入院治療による介入と効果

判定（非盲検無対照試験） 

 治療プログラムは、国立病院機構の多施設先行

研究にて効果検証した 12 週間の治療介入プログ

ラムを基盤に、一般精神科病棟も含め般化しやす

いよう留意し作成した。かつ R4 年度の介入や SV

連絡会議での意見を踏まえて補助的な記録シー

トの内容などを再検討した。 

 

（Ⅰ）精神科病棟における「強度行動障害者への

入院治療プログラムⅠ」（基礎編：3週間） 

《介入の概要》障害特性に応じたコミュニケーシ

ョン支援や環境調整、クライシスプラン 2）作成、

TEACCH®自閉症プログラムに基づく構造化、など。 

 

（Ⅱ）精神科病棟における「強度行動障害者への

入院治療プログラムⅡ」（応用編：12週間） 

《介入の概要》障害特性に応じたコミュニケーシ

ョン支援や環境調整、クライシスプラン作成、

TEACCH®自閉症プログラムに基づく構造化、応用

行動分析（機能的行動アセスメント）導入、スト

ラテジーシート作成、など。 

 

強度行動障害者の入院治療による介入と効果

判定（非盲検無対照試験）については、代表者施

設での倫理審査承認、UMIN 登録を経て 2022 年 8

月からエントリーを開始し、強度行動障害者の専

門治療プログラムⅠ・Ⅱで、各事例についてアセ

スメントや構造化・応用行動分析などを用いた介

入を実施した。2 年間で療養介護病棟でのモデル

事例を含め、10施設48事例のデータを集積した。

結果の詳細は別途分担報告書に記載したが、治療

プログラムⅠの 29 例の統計解析で ABC-J 興奮性

サブスケール、ABC-J 多動サブスケール、ABC-J

無気力サブスケール（他者への反応や活動参加の

乏しさを示す）は介入前後で有意に低下しており、

BPI-S自傷行動（頻度）、BPI-S自傷行動（重症度）、

強度行動障害判定基準（合計）、BPI-S 攻撃的/破

壊行動（頻度）、BPI-S 攻撃的/破壊行動（重症度）、

行動関連項目（合計）も介入前後で有意に低下し

ており、治療プログラムの効果・有効性が示され

た。 

同時に医療・福祉関係者合同で分担研究者・協

力者を含めた SV(スーパーバイズ)連絡会議を開

始し毎月継続した。計 21 回、延べ参加人数 531

名の SV連絡会議では、介入実践方法や地域移行・

地域支援に向けた連携手法について、具体的な質
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疑応答や手法・情報の共有、専門家によるスーパ

ービジョンを行った。また治療プログラムについ

ても毎月の SV 連絡会議にて検討し、使用する各

フォーマットを実施・般化しやすいよう改良した。 

 

具体的には長期経過（行動障害出現時期やきっ

かけ）、被虐待歴が重要と考えフォーマットの改

良を行った。また、生活・コミュニケーション支

援情報は入院初期から必要であるため、フォーマ

ットを活用しなかった事例でも、主に看護師が家

族や福祉支援者から聞き取りをしていた。介入実

践記録は特に治療プログラムⅠ（3 週間）でクリ

ニカルパス的な役割を果たした。 

 

4）「入院中の強度行動障害者の地域移行に向けた

地域移行パス」の作成と地域モデルの検討（分担

研究者：山下健ら） 

 強度行動障害児者は行動障害の激しさゆえ地

域での処遇が困難となる事例が少なくない。集積

事例を通じて、処遇困難となる可能性がある強度

行動障害児者の地域移行を円滑にするための適

切な地域移行パスを作成した。また強度行動障害

児者を支援する地域関係機関らに仮想ケア会議、

質問紙法を用いて、適切な地域移行モデルを検討

した。 

●強度行動障害パス（入院クリニカルパス）：3

ヶ月～「急性期」「開放観察期」「地域移行期」 

＊「退院後支援体制計画書」 

＊クライシスプラン 

＊月 1回の「地域ケア会議」で介入方法を地域と

作り上げていく 

●緊急避難目的の短期的入院治療：1ヶ月 

＊可能なら「退院後支援体制計画書」作成 

＊入院時・退院前の計 2回「地域ケア会議」 

●地域ネットワークの醸成 

＊退院後も地域ケア会議を継続 

＊訪問診療・訪問看護 

＊地域でのケアプランの中心は患者・家族、マネ

ージャーは計画相談事業所や基幹相談支援セン

ター、ネットワーク作りには広域的支援人材も関

与 

＊柔軟な再入院システムを可能にする医療施策 

 

5）「長期在院知的・発達障害患者についてのアン

ケート調査」（會田千重・市川宏伸・田渕賀裕）

今後の専門医療普及に向けての実態調査のため、

上記アンケート調査を行い、2009 年厚労科研井上

班、2015年厚生労働行政推進調査事業費市川班と

の比較も行った。 

 全体・在院機関がより長い患者・身体拘束がほ

とんどまたは全く必要ない患者・医療上入院管理

が必要でない患者での退院促進が進んでいるこ

とが示唆され、TEACCH®自閉症プログラムまたは

行動療法（応用行動分析）の導入について、割合

が極端に低かった日精協群での増加も認められ

た。 

 一方で 2015 年と今回の日精協データと比べる

と、精神科・身体科入院の受け入れ先について「現

状の受け入れ体制で不十分」とする率が、いずれ

も大幅に増加していた。また 2015 年と比べ NHO

強行群では入院が必要な知的・発達障害患者が増

加していると返答した施設が過半数であった。 

 

6）各分担研究者による関連課題についての研究 

 

・「精神科医療機関の役割、国立病院機構療養介

護病棟の位置づけ」（杠岳文） 

 地域精神科医療機関と、療養介護病棟を有する

国立病院機構 9 施設の取り組むべき点について、

多職種チーム医療研修や人材育成、情報共有やア

セスメントツール、治療環境整備等の観点から述

べ、各地域での「重層的な質の高い強度行動障害

医療」を提案した。 

 

・「強度行動障害のある生徒の長期経過」（井上雅

彦） 

 自閉スペクトラム症と知的発達症の診断があ

り特別支援学校に在籍する児の強度行動障害に
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ついて、8 年間の学校コンサルテーションと薬物

療法の長期的な結果について検討し、学齢期にお

ける学校・入所施設・コンサルテーション提供機

関・医療機関の長期的な連携システムの必要性を

指摘した。 

 

・「強度行動障害を持つ人への食事支援における

現状の調査」（根本昌彦） 

 福祉事業所と医療機関に対し、食事支援環境、

食事の位置づけ、食事に関する研修の受講状況、

他職種の連携について、食事支援の場面で人権や

倫理面で思うこと、食事支援の例、摂食支援の課

題（困難さ）等についてインタビューを行った。 

結果、食事を栄養補給だけでなく楽しみの場とと

らえていること、感覚過敏な特性に配慮したくて

も設備や仕組みによって制限があること、支援す

るものが共通基盤になり得ていない恐れがある

ことの 3つの示唆が得られた。 

 

・「精神科病院における多職種チーム医療体制構

築」（児玉匡史ら） 

 令和 4年度、岡山県精神科医療センターにおい

て病棟横断的に多職種から構成される院内強度

行動障害チームを立ち上げた。令和 5年度は、病

院スタッフからアンケートを行い、院内チームの

活動内容を評価した。精神科病院での強度行動障

害への対応には困難を感じることが多く専門的

技法の助言へのニーズが高いこと、院内多職種チ

ームの関与により構造化やコミュニケーション

の工夫などの実践は増えていることが示唆され

た。一方で、応用行動分析的手法や専門的アセス

メントについては、十分な利用に至っていないこ

とが示された。精神科病院においてより治療的・

戦略的に強度行動障害を受け入れるため、院内多

職種チームを導入することが有用であることが

示唆された。 

 

・「入院中の強度行動障害者の専門治療・研修プ

ログラムにおける構造化の導入」（田中恭子） 

 強度行動障害をもつ児・者が入院する専門病棟

において、構造化に関するワークショップを過去

4 年実施してきた経験を踏まえ、そこで学んだ知

識やスキルを、実際の行動障害の改善に応用する

力をつけることを目標とし、フォローアップ研修

を行った。ケーススタディを行った 1例は行動障

害が改善し QOL が向上した。1 例は評価尺度での

行動障害の改善はなかったが QOL が改善し、地域

の GH への退院が可能となった。実践的な現場に

おける研修を POINT モデルとして提唱している。 

 

・「＜認知症＞対策を参考とした＜強度行動障害

者＞の医療分野における研修等に関する調査」

（日詰正文） 

 認知症研修を参考に、強度行動障害に関する医

療分野の研修に関して、①医療関係者についての

目標・計画値の設定を進めること、②チームマネ

ジメントの演習の位置づけ、の重要性が指摘され

た。 

 

・「医学部教育における強度行動障害に関する学

びの提案」（成田秀幸） 

 発達障害や児童精神科医療について異なる特

色を持つ 2大学の医師にインタビューを行い、情

報・意見を整理したところ、①講義や臨床経験を

通じて強度行動障害の医学教育を進めるべき、②

知的・発達障害全般の医療受診における困難さへ

の知識と工夫できるスキルの獲得、③生活場面に

医療者が参画して臨床を行う事が有用、などの示

唆が得られた。 

 

・「社会福祉法人侑愛会の入所施設における医療

的ニーズに関する調査（第 2期第 2報・第 3報・

第 4 報）（高橋和俊） 

（第 2報） 

8 か所の入所施設（障害者支援施設）を対象に、

入所者の薬物療法に関する調査を行い、2015年に

実施した第 1期調査との比較を行った。障害者支

援施設においては薬物療法、特に多剤併用が一般
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的であり、高齢化の進展と医療技術の進歩ととも

に薬物慮法のさらなる複雑化が予想された。 

（第 3報） 

 8か所の入所施設（障害者支援施設）を対象に、

入所者の医療機関受診に関する調査を行い、2015

年に実施した第 1期調査との比較を行った。外来

受診回数、入院日数の減少は新型コロナウイルス

感染症の影響が大きいと考えられ、高齢化や医療

の高度化に伴う受診回数や入院日数の抑制に向

けて一定の示唆をもたらすものと考えられた。そ

の一方で、使用薬剤数はむしろ増加傾向にあり受

診回数の減少は必ずしも使用薬剤数の削減には

結びついていなかった。 

（第 4報） 

 8か所の入所施設（障害者支援施設）を対象に、

厚生労働省が定める強度行動障害の判定項目（行

動関連項目）に関する調査を行った。知的障害の

ある施設入所者では、強度行動障害の比率が高く、

コミュニケーション支援を中心とした支援の充

実とともに、強度行動障害に対応できる医療の体

制整備が求められていた。 

 

・「地域における医療を含む強度行動障害支援体

制構築に向けての検討」（吉川徹ら） 

 R4年度は、医療を含む支援体制整備の方法や必

要な資源について検討を行うことを目的として、

都道府県として愛知県、政令市として名古屋市、

中核市として豊田市を取り上げ、行政担当者、医

療機関へのヒアリングを行い、現状の取り組みに

ついて調査を行った。R5年度は、更に規模の小さ

な基礎自治体として愛知県東海市、半田市を取り

上げ、行政担当者へのヒアリングを行った。2 年

間の調査から支援者の養成については、支援者の

領域を越えた相互交流的な研修の必要性が高い

ことが示唆され、また既存の研修の枠組みを活用

することにより、小規模な自治体においてもそれ

を実施できる可能性が示唆された。 

 

 

D.考察（分担研究者の R4・R5年度結果も含めて） 

1）多職種での「強度行動障害チーム医療研修」

や「強度行動障害者の入院治療による介入」 

特に強度行動障害医療において直接支援に入

る機会が多い看護師の専門性向上について、根本

ら（R4）は「研修の機会の増加」「看護師向け書

籍（文献）の刊行」「看護サービスを評価する仕

組み」が必要と指摘し、かつ「看護師が連携する

場作り」が重要と述べた。今年度は食事支援に注

目した報告がなされた（根本：R5） 

病院全体としては、多職種で構造化の導入（田

中：R4・R5）に取り組み、問題行動の機能的アセ

スメントを心理士も介入して行い（井上：R4・R5）、

それらを「強度行動障害チーム」として院内外で

連携して活動できるようコーディネートするこ

とで（児玉：R4・R5）、精神科病院における強度

行動障害治療が適切に行えると考える。 

また強度行動障害を伴う患者の意思決定は困

難を伴うが、治療を受ける側のニーズを代弁する

保護者の期待として、「服薬調整」「親のレスパイ

ト」「環境による落ち着き」「地域連携（ソーシャ

ルワーク）」などが求められている事も大変参考

になった（市川：R4）。また「信頼性の高い実態

調査」により入院患者数の推移や行動療法・構造

化の導入率、薬物療法の内容を明らかにすべき

（杠：R4）との指摘には、今年度の長期在院知的・

発達障害患者アンケート結果や（會田・市川・田

渕：R5）、強度行動障害者の入院治療による介入

（會田ほか：R4・R5）での薬物療法調査が一定の

エビデンスを示したと考える。福祉領域でも「中

核的人材」や「広域的人材」の育成が求められて

いるが、強度行動障害に対応できる医療機関の整

備も課題である（吉川ら：R4）。 

 

2）地域移行と地域支援体制作り 

院内での「強度行動障害者の入院治療による介

入」がうまくいったとしても、同時に「地域移行」

に関しての工夫が必要となる。入院時、もしくは

入院前から「ICT も活用した福祉分野と医療分野
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の連携」（日詰：R4）により、「記録の引き継ぎ」

「チームでの背景要因の分析やモニタリング」が

やりやすくなる。また「地域移行パス」「地域モ

デル」を意識すること（山下ら：R4・R5）、日頃

から医療・福祉従事者が「相互交流的な研修」を

実施することが必要である（吉川ら：R4・R5）。

その研修の中には、「医療受診場面で生じる課題」

や「医療受診の際の手立て」（成田：R4）、「生活

場面への医療者の参画」（成田：R5）なども含ま

れると良い。入所施設における医療ニーズの問題

もある。7 年前の調査と比較し入所施設での高齢

化が進んでいるが、ADL の低下や医療的ケアの増

加が見られない中で障害支援区分の重度化が進

んでいたり（高橋：R4）、薬物療法の複雑化・薬

剤数増加（高橋：R5）の指摘もあった。 

 

3）強度行動障害に関するアセスメントや介入に

おける共通手法に関する提案 

 福祉の中核的人材養成研修でも、自閉スペクト

ラム症の学習スタイル等の特性を踏まえて、環

境・状況因に合理的・専門的配慮を行い、かつ行

動の機能的アセスメントに基づいて「標準的な支

援」や介入を行う点は共通している。 

その中で行動障害に関する従来の行政的尺度

のみでなく、今回使用した BPI-Sなど比較的簡単

に評価できる標準化された尺度で、医療・福祉・

教育関係者がお互いにアセスメントすることは

重要と考える。また機能的アセスメントについて

も、Functional Analysis Screening Tool（FAST）

等での間接的評価、ABC 記録やスキャタープロッ

トなどの直接的評価（Observations アプリなど

ICT も活用して）が共通手法になれば、医療と福

祉、在宅や学校を行ったり来たりする可能性の高

い強度行動障害を有する人が、より統一した支援

によって、落ち着いて好きな活動をして過ごせる

可能性が高くなると思われる。 

一方共通手法というより、相互に補完出来ると

良いのではないかと考えるのが、①フォーマルな

アセスメントの活用と、②生活・コミュニケーシ

ョン支援情報、③支援・治療方針を考える上での

シートの活用である。 

① 医療機関では知能・発達検査や CARS（小

児自閉症評定尺度）、感覚プロファイルなど、フ

ォーマルなアセスメントが行いやすい。身体的状

態や健康管理に関する情報も必須のこととして

意識している（医療機関の体制によっては難しい

場合もあるが）。それらを福祉・教育分野で行わ

れるインフォーマルなアセスメントと組み合わ

せれば、患者・利用者の全体像を把握する事が可

能ではないかと思われる。QOL を含めたアセスメ

ントができれば、なお望ましい。 

② 生活・コミュニケーション支援情報につ

いては、行動援護や重度訪問介護など、条件が合

えば入院中も福祉サービスとして情報利用が可

能であるし、少なくとも入院治療前や普段の外来

治療において、福祉・教育関係者の方から当たり

前に提供するもの、医療側も当たり前に受け入れ

るもの、という意識が増えれば、より患者のため

に有益であると考える。 

③ 支援・治療方針を考える上で、前記の通

り、医療機関では氷山モデルシートの普及は少な

く、ストラテジーシートを用いやすいのは研修受

講者や心理士などの専門職がチームにいる場合

で、それらに比べるとクライシスプランシートが

最も用いやすかった。これについても氷山モデル

シートを課題となる行動に関して事前に福祉支

援者に記載してきてもらい、クライシスプランを

医療機関から提供し、行動の機能的アセスメント

を双方で行った上でストラテジーシートをどち

らかが記載する、といった使用方法が最も現実的

なように思う。 

 

4）医療現場での強度行動障害医療への知識不足、

苦手意識、処遇困難事例への対応について 

 医療現場では、そもそも知的・発達障害全般へ

の知識不足や苦手意識が根強くあるように思う。

これは医学教育の中で知的・発達障害に関する講

義や実習が精神科医療の中でごく一部というこ
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とや（成田：R5）、精神科的薬物療法では解決さ

れることが少ないこれらの対象者への対応の難

しさを反映していると思われる。今後予定されて

いる令和 6年度障害者総合福祉推進事業「強度行

動障害を有する者の一般医療受診に関する実態

調査」（国立精神・神経医療研究センター）でも

その問題が取り上げられると思われる。前述した

令和 6年度からの全国版「強度行動障害医療研修」

による知識の習得に加え、福祉・教育分野から提

供されるアセスメントや介入手法の情報、具体的

な視覚的支援や余暇グッズの提供から、治療への

困難さが軽減することこそ、入院事例の長期化を

防ぎ、強度行動障害医療が全国的に拡がる原動力

となると考える。 

 それでもなお苦慮する各地域での処遇困難事

例に関しては、今後各地域で認定される中核的人

材・広域的支援人材などの福祉支援者との共働や、

発達障害者支援センター、基幹相談支援センター、

発達障害者地域支援マネージャー、各種協議会等

との実装的な連携が必須である。 

 

E.まとめ 

入院中の強度行動障害者の専門治療・研修プロ

グラム整備と地域移行に向けた福祉･教育等との

連携ガイドラインの検討のため、「多職種向け強

度行動障害チーム医療研修動画」を作成し、「強

度行動障害者への入院治療プログラムを用いた

介入研究」を行った。本研究結果と SV 連絡会議

での協議の結果、介入手法と地域移行・地域支援

手法のそれぞれについて福祉との連携や多職種

チーム医療により臨床的には一定の効果が得ら

れているが、課題として、精神科病棟での手厚い

チーム医療体制・研修整備の必要性、病棟環境調

整の難しさ、重大な他害など処遇困難事例の地域

福祉サービス利用の難しさ、福祉サービス利用を

断られ疲弊した家族支援の問題、各地域でのネッ

トワーク構築のための専門協議会の不足、などが

挙げられた。 

今後地域の強度行動障害者に対して精神科医

療機関が有効な支援を行うために、①行動療法や

構造化といった専門的支援・治療技法修得の普及

とリーダーとなる多職種チーム人材育成のため

の上級者向け研修会開催、②感覚過敏等の患者特

性に配慮した強固で安全な治療環境の整備、③効

果的な支援を継続するための地域の福祉・教育機

関との連携強化、④強度行動障害者に適時に対応

するために必要な診療報酬上の配慮などが必要

である。 
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